第４章　　災害予防対策
第１節　陸上災害予防対策の推進
　特定事業者は、危険物施設等に係る陸上災害の未然防止を図るため、次の対策を実施するものとする。また、防災関係機関は相互に連携し、総合的な災害予防対策を実施するものとする。
第１　特定事業者の予防対策
　１　自主保安体制の確立
　　　過去の事故事例等を参考に危険物施設等の潜在的危険性を把握するとともに、それらを基
　　に施設の保全を行う。また、全職員に保安管理の意義を良く理解させ、関係法令に定める保
安管理に関する業務を遂行する。
⑴　予防関係規程の整備等
　　　ア　石災法関係
　　　　　防災規程を整備し、災害の予防と災害発生時の必要な措置を迅速かつ的確に実施でき
　　　　る体制の確立を図る。
　　　イ　消防法関係
　　　　　法令に基づく消防計画、予防規程等の特別規程に加え、社内規程を整備し、予防体制
　　　　の確立を図る。
　　　ウ　高圧ガス保安法関係
　　　　　法令に基づく高圧ガス危害予防規程等の特別規程に加え、社内規程を整備し、予防体
　　　　制の確立を図る。
　　　エ　毒物及び劇物取締法関係
　　　　　法令に基づき予防体制の確立を図る。
　　　オ　労働安全衛生法関係
　　　　　通常時の体制に加え、交代勤務の各直における安全管理者等の適正配置、宿直及び日
　　　　直勤務体制の整備などにより、労働災害の発生を未然に防止するとともに、異常事態の
発生に際し、早急に的確な措置が行えるよう安全衛生管理体制の確立を図る。
　　⑵　保安管理の徹底
　　　ア　技術情報を収集し、全職員にフィードバックする体制の整備
　　　イ　事故情報を全職員にフィードバックする体制の整備
　　⑶　施設、設備等の保全
　　　ア　危険物施設等の検査（点検）及び整備
　　　　　危険物施設等を常に正常な状態に保持するため、計画的かつ信頼性のある検査（点検）
　　　　を行う。
　　　　　このため次のような措置をとる。
（ア）設計段階からの保全検査の検討
　　　　（イ）損傷経歴及び劣化状況（経年変化）を踏まえた検査業務の充実
　　　　（ウ）定量的、客観的検査方法・検査技術の蓄積・開発・導入
　　　　（エ）検査検収の実施
（オ）専門技術者、有資格者の養成

　　　イ　防災施設の点検及び整備
防災施設については、法令に定める基準に基づき、定期的に点検し、計画的な整備を行う。
　　　ウ　資機材等の点検及び整備
　　　　　資機材等については、次の事項に留意して点検し、計画的な整備を行う。
（ア）法令に基づき、外観点検、機能点検、総合点検を定期に行うこと。
（イ）点検は、資機材等の種類、点検区分等に応じて行い、その結果の記録を点検結果
表に記載し、保存しておくこと。
　　　　（ウ）点検は、資機材等についての所要の知識・技能等を有し、かつ点検に係る教育を
　　　　　　受けた防災要員が従事すること。
　　　　（エ）点検の結果、不良箇所が見出された場合は、資機材等に係る技術上の基準あるい
　　　　　　は所要の機能性能等を満たすために調整、補修、オーバーホール等を行うこと。

　　　エ　大容量泡放射システムの点検及び整備

　　　　　大容量泡放射システムについては、「大阪・和歌山広域共同防災資機材維持管理点検要領」に基づき点検及び整備を行うこと。
⑷　安全運転管理の徹底
　　　　製造施設等の安全運転を確保するため、運転部門は、他の部門特に保全部門との連携を密にするとともに、日常運転については、次の事項を遵守し、管理の徹底を図る。
　　　ア　運転に関する規則、基準等の整備
　　　　　設備管理、運転管理に関する規則、基準は、実践的で常に活用し易いように簡潔な形で整備しておく。
　　　　（ア）運転管理規則
　　　　（イ）運転技術基準
　　　　（ウ）運転操作基準
　　　　（エ）標準運転作業基準
　　　　（オ）非定常作業基準
　　　　（カ）その他
　　　イ　オペレーターに関する事項の徹底
　　　　（ア）任務分担の明確化
　　　　（イ）運転に関する知識・技術の習熟
　　　　（ウ）適切な安全衛生管理
　　　ウ　誤操作防止の徹底
　　　　（ア）現場操作とコントロールルームとの操作上の連絡調整
　　　　（イ）コントロールルームにおける遠隔操作状況の確認
　　　　（ウ）チェックリストによる現場操作の事前確認
　　　　（エ）作業指示の伝達、復命及び指差呼称等
　　　　（オ）フェイル・セイフ・システム、インターロックシステム等による重要部分の操作
　　　　　　に係る危険防止措置
　　　　（カ）ダブルチェック及び立会制度等の採用
　　　エ　パトロール及び点検の徹底
　　　　（ア）パトロール及び点検の徹底
　　　　（イ）記録及び報告の徹底

⑸　緊急時対策の確立
火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出等の際には、当該施設を緊急停止するほか、災
　　　害の拡大防止のための作業が即時に行えるよう、緊急時対策の確立を図る。
　　　　このため、次のような措置をとる。
　　　ア　緊急措置基準の整備と習熟
　　　イ　行動基準の整備と習熟
　　　ウ　指揮系統の確立と責任の明確化
　　　エ　災害時行動カード（監督者用・職員用）の作成
　　⑹　火気管理の徹底
　　　　日常使用する火気等の取り扱いについて、職員等の遵守すべき事項を定めるとともに、
　　　その徹底を図る。
　　　ア　火気等の使用制限
　　　イ　一時的な火気の使用及びその変更などの防災管理者の承認事項
　　　ウ　火気等の使用時の遵守事項
　　　エ　工事等を行う者の遵守事項
　　　オ　その他防災上必要な事項
　　⑺　保安パトロールの徹底
　　　　次の事項を遵守して、危険物施設等の保安パトロールを実施し、異常現象の早期発見と
　　　迅速適切な応急措置をとる。
　　　ア　パトロール計画の整備
　　　イ　点検・監視の徹底
　　　ウ　記録及び報告の徹底
　２　施設等の適正配置
　　　施設等については、安全確保、延焼防止等を考慮して、保安上適正に配置する。
　　⑴　保安距離
　　　　保安対象施設との距離は、消防法、高圧ガス保安法等の規定を遵守するとともに、特定
　　　事業所の規模・態様、危険物等の種類・量及び特定事業所内外の環境条件等を考慮し、保
安上、より有効な距離を確保する。
　　⑵　防災道路
　　　　石災法、消防法等の規定を遵守するとともに、各装置間は特定通路、保安通路等で区分
　　　し災害の連鎖的拡大を防止するとともに、万一の災害に備えて防災活動が容易にできるよ
う配置する。
　　⑶　緩衝地帯
　　　　緩衝地帯として、必要な緑地・空地等を確保する。
　　⑷　装置等の適正配置
　　　　装置等については、その施設の危険性や防災活動の円滑化を考慮して配置する。
　３　製造施設の新設等における安全性の確認
　　　製造施設の新設、変更に際しては、安全性の事前評価ができる基準を整備するなど、安全
　　性の向上に努める。
　４　事業者間の協力体制の確立
　　　特定事業者等は自主的な予防措置を講じるとともに、共同して災害に対処するため、相互
　　応援協定を締結し相互に協力して総合的な防災体制の確立を図る。
　５　安全思想の啓発普及
　　　常に、事業所内で作業に従事する者に対し安全思想の啓発普及を図る。
　６　事故原因の調査研究
　　　災害が発生した場合速やかにその原因等を調査研究し、再発防止に努める。

　　　　　　　　　資料４－１　防災規程作成項目の例（資料編）
　　　　　　　　　資料４－２　特定防災施設等の点検記録表の例（資料編）
第２　防災関係機関の予防対策
　　防災関係機関は、相互に連携を密にし、特定事業者等に対して、関係法令等に基づき指導・
　監督を行う。
　　⑴　立入検査等による指導・監督の徹底
　　⑵　自衛防災組織、共同防災組織及び広域共同防災組織の指導及び保安体制の整備の指　　　　

　　　導
　　⑶　防災教育・訓練の実施指導

　　⑷　防災規程等の充実・強化の指導
第３　航空機事故による産業災害の予防対策
防災関係機関等は、航空機の低空飛行による災害を防止するため、次により災害の未然防止　

　に努める。
１　航空安全確保に関する規制措置
　　　特別防災区域上空（関西国際空港地区を除く）については、航空法（昭和２７年法律第
２３１号）第８１条のただし書の規定による最低安全高度以下の飛行は許可されず、この規制措置は、航空法第８１条の２及び自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０７条の規定による航空機以外のすべての航空機に適用される。
２　防災関係機関等の対策
　　⑴　大阪航空局大阪空港事務所、関西空港事務所
　　　ア　規制措置について、各航空会社、自衛隊及びその他の関係機関に対し、周知徹底を図るとともに、同措置の実施に関する技術的指導を行う。
　　　イ　規制措置の実施状況を調査し、違反する事実があると認められる場合若しくは府又は市町等からの通報により違反事実を確認した場合は、法令に基づく措置をとるとともに、防災本部に対し結果を通報する。
　　⑵　府
　　　　規制措置について、大阪航空局大阪空港事務所、関西空港事務所及び消防機関と連携し、
　　　特定事業者等に周知を図る。
　　⑶　市町、特定事業者等
　　　　規制区域及びその隣接地において違反の疑いのある航空機を発見した場合は、図４の通報経路により、通報する。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 結果の通報


　　　　　　　　　　　　　　　図４　 eq \o\ad(通報経路,　　　　　　　　)
（注）
１　継続して旋回する等、特に緊急に通報すべきものと思われる場合には、発見者から直接、
　　　大阪空港事務所（大阪北港地区）又は関西空港事務所（堺泉北臨海地区、岬地区）へ通報
　　　する。
　　２　通報の窓口は、資料５－６「防災関係機関及び特定事業所の通信窓口一覧」による。
　　　　　資料４－３　石油コンビナート地帯における航空機事故による産業災害の防止に
　　　　　　　　　　　ついて（昭和５６年９月１８日消防地第２５５号）（資料編）
  　　　　　第２節　海上災害予防対策の推進
　防災関係機関等は、船舶火災、油流出及び油流出に係る海面火災等、海上災害の未然防止を図るため、積極的な予防対策を実施するものとする。
第１　特定事業者の予防対策
　　危険物等積載船舶の荷役及び停泊については、港長の監督・指導等に基づき許可及び指定を
　受けるとともに、危険物施設等を有する岸壁を初めて使用する場合又は専用岸壁の承認事項に変更がある場合は、あらかじめ港長の承認を得る。また、荷役作業に当たっては、陸側と船側との間で緊密な連携を図り、災害の未然防止に努める。
　　⑴　タンカーの荷役に際しては、オイルフェンスの展張、防除資機材の配備を完全に行うと
　　　ともに、監視体制を強化し、油流出災害の防止に努める。
　　⑵　危険物等を積載した巨大船の着桟に際しては、警戒船を配備し、接近する船舶を監視す
　　　るとともに、火災、爆発の防止、流出油の早期発見・早期処理に努める。
第２　防災関係機関の予防対策
　１　海上保安機関
　　⑴　危険物専用岸壁の安全施設の整備及び自主保安体制の強化について指導する。
　　　ア　災害の発生の危険防止上必要な構造設備の整備・強化
　　　イ　消火・流出油処理体制等の整備・強化
　　⑵　曳船等特殊作業船の災害防止協力体制の強化を図る。
　　⑶　危険物等積載船舶の安全設備の設置及び船内保安体制の強化について指導するとともに

　　　船舶安全運航思想の高揚と安全航行の励行等を図る。
　　　ア　危険物等積載船舶に対する海上保安官の立入検査、各種取締、あるいは関係機関等と
　　　　の船舶の安全に関する各種行政措置の実施による安全設備及び船内保安体制の強化
　　　イ　港長指示、巡視船艇等による安全運航指導、交通整理規制等の適切な実施による安全
　　　　運航徹底
　　　ウ　船舶等関係者に対する安全運航、危険物に関する火気取締の励行並びに各種海難防止
　　　　運動を通じた思想の普及と高揚
　　⑷　大阪湾・播磨灘排出油防除協議会による、流出油等の大規模海上災害の未然防止と、被
　　　害の拡大を防止するための流出油防除計画の策定や流出油防除活動を推進する。
　２　消防機関
　　⑴　化学車、消防艇等の特殊装備の整備や消火薬剤の備蓄を充実するとともに、消防力の効
　　　果的な運用及び的確な防ぎょ活動を行うため、水陸両面からの消防体制を強化する。
　　⑵　特定事業者等に対して、相互協力体制の確立、資機材等の維持管理及び消防技術の習熟
　　　等を積極的に指導する。
　　⑶　特定事業者等に対し、埠頭施設の消防水利、消防設備の設置及び適切な維持管理を指導
　　　するとともに、係留船舶のうち危険物等を積載する船舶に対して安全対策を指導する。
　３　府及び大阪市（港湾管理者）
　　　港湾災害の未然防止を図るため、油流出に備えたオイルフェンス、油処理剤等を整備し備
　　蓄するとともに、監督船を配備する。

　　　　　　第３節　自然災害予防対策の推進
　防災関係機関等は、地震、津波その他の異常な自然現象によって生じる災害の未然防止を図る
ため、積極的な予防対策を実施するものとする。
第１　地震災害予防対策
１　特定事業者の対策
　　　危険物施設等については、法令に定められた技術基準等に基づき地震対策を実施するとともに、災害予防対策について調査、検討を行い、特定事業所の特性にあった対策を実施する。

　　⑴　地盤特性の把握
　　　　地盤の卓越周期及び液状化の可能性の有無を分析・評価し、危険物施設等の耐震補強等
　　　に反映させる。
　　⑵　耐震性の確保
　　　ア　危険物施設等の新設、変更に当たっては、消防法、高圧ガス保安法に基づき十分に耐
　　　　震性を確保する。
　　　イ　建設後、長期間経過している施設については、その後の経年劣化を考慮し、定期的な
　　　　検査の実施により強度の不足する箇所を発見し、補強を行うことにより耐震性を強化す
る。
　　　ウ　特定屋外タンクのうち旧法タンクについては、消防法令に定める猶予期間の特例措置
　　　　にかかわらず、早期に調査及び必要な耐震性の強化を行うよう努める。
　　　エ　防油（液）堤については、破損を起こさないよう耐震化を図る。
　　　オ　配管については、貯蔵タンク本体と配管との接続部及び配管間の接続部が損傷を受け
　　　　ることのないよう耐震化を図る。
　　　　　また、消火用配管についても、損傷を受けることのないよう耐震化を図る。
　　　カ　浮き屋根式タンクについては、消防法の規定等により貯蔵液面に上限を設定するとも
に、次のようなスロッシング対策を行うよう努める。

(ア)　ポンツーンの構造強化等、浮き屋根部の浮き機能の確保

(イ)　タンクの付随設備等と衝突防止対策の徹底

　　　　　(ウ)　タンクシールの適正な機能確保
　　⑶　保安防災設備の信頼性の向上
　　　　漏洩検知器、緊急遮断装置等の保安防災設備は、有効に作動するよう所要の措置をとる。
　　　ア　運転室から遠隔操作できる緊急遮断弁を設置する。
　　　イ　施設の運転を緊急停止しても安全上に問題がない場合には、地震計に連動した緊急遮
　　　　断弁を設置する。
　　　ウ　運転の緊急停止が安全に行えるよう設備のブロック化等の措置をとる。
　　　エ　石油等の漏洩を速やかに把握できるよう検知器等を適切に配置する。
　　⑷　防災活動の強化
　　　ア　防消火設備及び泡消火薬剤の充実、防災要員の迅速な参集体制の確立を図る。

　　　イ　想定される災害の態様に応じた応急活動体制の確立を図る。

　　⑸　非定常時の緊急措置基準の整備
　　　ア　緊急停止基準等の整備
　　　イ　運転設備、緊急措置設備等のための「耐震性定期点検記録簿」の整備
　　　ウ　地震発生後の緊急点検実施のための「地震発生後の緊急時点検基準」（一次点検用及び
　　　　二次点検用）の整備
　　　エ　緊急用資機材及び車両等の定期点検及び整備
　　　オ　復旧用資機材等の定期点検及び整備

　　　カ　非常用自家発電燃料、車両用燃料の備蓄
　　　キ　非常用食糧、飲料水の備蓄
　　　ク　防災関係書類及び保管場所の整備
　　　ケ　緊急避難場所の整備
　２　防災関係機関の対策
　　　防災関係機関は、相互に連携を密にし、関係法令等に基づき特定事業者等を指導、監督す
る。
　　⑴　立入検査等による指導・監督の徹底
　　⑵　自衛防災組織、共同防災組織及び広域共同防災組織の指導及び保安体制の整備の指導
　　⑶　防災教育・訓練の実施指導

　　⑷　防災規程等の充実・強化の指導

　　⑸　特定事業所等における応急活動体制の指導
　　　また、地震時には、防災体制が分散化することが予想されるので、相互の情報連絡体制の強化、迅速な通報体制及び避難誘導方法等の確立に努める。
第２　津波災害予防対策

　１　特定事業者の措置

　　　浸水が予想される地域においては、津波によって生じる災害の未然防止を図るため、災害予防対策について調査、検討を行い、東南海・南海地震防災対策計画及び津波避難計画を策定し特定事業所に応じた対策を講じるよう努める。

　　⑴　津波による危険物施設等被害の軽減の検討

　　　ア　危険物施設等が、津波や津波による浮遊物等により損傷、破損及び流失しないよう保護する。
　　　イ　危険物施設等の浸水を防止するよう措置する。
　　　ウ　電気設備等の事業活動に重要な設備の浸水を防止するよう措置する。
　　　エ　本節第１－１－(3)の保安防災設備の信頼性向上に関する措置をとる。
　　　オ　その他、必要と考えられる軽減措置を講じる。

⑵　津波による危険物等タンカー被害の防止

　　繋留中の危険物等タンカーの被害及び事業所の桟橋、危険物施設等に破損、損傷等を防止するための緊急離桟措置、繋留措置等

⑶　津波時の緊急措置基準等の整備
　　津波による災害を未然に防止するよう、以下の緊急措置基準等を整備する。
　　　ア　東南海・南海地震防災対策計画及び津波避難計画
　　　イ　緊急停止基準
　　　ウ　応急活動基準
　　　エ　津波警報発令時における緊急措置基準

　　　オ　その他、必要と考えられる基準
　　⑷　緊急時対策の習熟
　　　　　津波による火災、爆発、石油等の漏洩若しくは流出、危険物施設等の破壊、流失を防止するため、危険物施設等の緊急停止や災害の拡大防止作業等の緊急時対策の確立を図る。

ア　緊急措置基準の習熟

イ　各種基準に定める措置内容に対する、訓練による習熟
ウ　指揮系統の確立と責任の明確化
　２　防災関係機関の措置

　　　防災関係機関は、相互に連携を密にし、関係法令等に基づき特定事業者等を指導、監督する。
　　⑴　立入検査等による指導・監督の徹底
　⑵　自衛防災組織、共同防災組織及び広域共同防災組織の指導及び保安体制の整備の指導
　⑶　防災教育・訓練の実施指導

　⑷　防災規程等の充実・強化の指導

　　⑸　特定事業所等における応急活動体制の指導

第３　その他の異常な自然現象により生じる災害の予防対策
　１　特定事業者は、高潮、台風等による異常な自然現象によって生じる災害の未然防止を図るため、非常警備体制、緊急措置体制等を整備する。
　２　防災関係機関は、相互に連携を密にし、関係法令等に基づき特定事業者等を指導、監督する。
　　　　　　　　　資料４－４　危険物施設等の地震対策について（資料編）

第４節　関西国際空港地区に係る災害
　　　　　　　　　　　予防対策の推進
　防災関係機関等は、関西国際空港地区に係る災害の未然防止を図るため、積極的な予防対策を実施するものとする。
第１　陸上災害予防対策
　　危険物施設、高圧ガス施設等における、火災、爆発等の災害予防対策は、第４章第１節「陸上災害予防対策の推進」による。
第２　海上災害予防対策
　　危険物貯蔵施設からの海上流出及び船舶事故等による流出油の漂着等の災害予防対策は、第４章第２節「海上災害予防対策の推進」による。
第３　自然災害予防対策
地震、津波その他の異常な自然現象によって生じる災害予防対策は、第４章第３節「自然災
害予防対策の推進」による。
第４　航空機事故による災害予防対策
　　防災関係機関等は、関西国際空港地区内における航空機事故災害を未然に防止するため、航空法等の関係法令に基づき、適切な予防対策を実施する。

  　　　　　第５節　防災施設・資機材等の整備
　防災関係機関等は、災害応急活動に必要な防災施設・資機材等を整備し適切に維持管理するも
のとする。
第１　特定事業者の対策
　１　法令に定める基準により次の防災施設・資機材等を整備する。
　　⑴　流出油等防止堤、消火用屋外給水施設及び非常通報設備
　　⑵　大型化学消防車、大型高所放水車、泡原液搬送車、泡放水砲等消防車両及び泡消火薬剤
　　⑶　オイルフェンス、オイルフェンス展張船、油回収船等海上漏洩対策用資機材

　　⑷　大容量泡放射システム
　２　法定資機材以外に、災害の規模及び態様に応じた各種救出・救護資機材、漏洩対策用資機材、連絡通信用資機材、照明用資機材、工具器具類及び機械類、非常用食糧、除害用資機材等を整備する。
　３　防災相互通信用無線等の無線通信設備を整備する。
　４　津波発生時における避難活動に必要な一時避難施設、非常用発電設備等を整備する。
第２　防災関係機関の対策
　　防災関係機関は、迅速かつ的確な応急活動が実施できるよう次の防災資機材等の整備強化を図る。
　１　大型化学消防車、大型高所放水車、泡原液搬送車等消防車両、消防艇及び泡消火薬剤並び
　　にその他消防用資機材
　２　オイルフェンス展張船、油回収船等海上漏洩対策用資機材
　３　救出・救護資機材
　４　輸送用車両等
　５　防災相互通信用無線
第６節　防災教育及び防災訓練の実施
　防災関係機関等は、防災意識の高揚及び実践的な技能の向上を図るため、効果的な防災教育、
防災訓練を実施するものとする。
また、特定事業者は、防災管理者（第一種特定事業者にあっては、副防災管理者を含む。）に対し、特定事業所における災害の発生又は拡大を防止するため、防災業務に関する能力の向上に資する研修の機会を与えるものとする。

第１　防災教育
　１　特定事業所における防災教育
　　　年間を通じた教育計画を作成し、一貫性のある実践的な教育を実施し、その充実を図る。
　　⑴　教育の方法
　　　ア　スライド、映画等視聴覚教育用教材による事故事例の学習
　　　イ　研修会及び講習会等への積極的な参加
　　　ウ　学識経験者からの知識の修得
　　　エ　ＱＣ、ＴＱＣ等の小集団活動での学習
　　⑵　教育の内容
　　　ア　防災・保安関係法令
　　　　　特定事業所に適用される関係法令に関する知識
　　　イ　防災規程等
　　　　　防災規程、特別防災区域協議会、防災本部等についての具体的な内容に関する知識
　　　ウ　理化学の基礎知識
　　　　　燃焼、火災、爆発の基礎概念・現象、危険物質の種類と特性、消火原理・方法等に関
　　　　する知識
　　　エ　事業施設の基礎知識
　　　　　特定事業所等に設けられる製造施設、貯蔵施設、用役施設、入出荷施設、連絡導管等
　　　　に関する知識
　　　オ　特定防災施設等の構造、機能、維持管理等に関する知識
　　　　　流出油等防止堤、消火用屋外給水施設及び非常通報設備に係る設置の目的、構造、機

　　　　能、維持管理方法等に関する知識
　　　カ　防災資機材の種類、構造、機能等に関する知識
　　　　　高所放水車、泡原液搬送車、大型化学消防車、大容量泡放射システム等の防災資機材
等の種類、構造、機能等に関する知識
　　　キ　防災活動要領
　　　　　災害が発生した場合において、自衛防災組織又は共同防災組織及び広域共同防災組織

が取るべき活動事項と対応措置に関する知識
　　　ク　地震・津波等自然災害に関する知識及びそれらによって生じる災害に対する予防対策や応急活動に関する知識
　　　ケ　その他関連事項
　　　　　災害の事例、事業所特有の防災上の留意事項等必要と認められる知識

　２　その他事業所における防災教育
　　　特定事業所における防災教育に準じ、必要な教育を実施する。

３　防災関係機関における防災教育
　　　災害時における適切な判断力を養い、各機関における防災活動の円滑な実施を期すため、
防災業務に従事する職員に対し、防災教育の徹底を図る。

　⑴　教育の方法

　　　ア　研修会及び講習会等の実施

　　イ　見学及び現地調査等の実施

　　　ウ　防災活動手引等印刷物の配付

　⑵　教育の内容

　　ア　防災関係法令の知識習得及び防災計画の習熟

　　イ　気象、水象、地象その他災害発生原因についての知識及び災害の種別ごとの特性の研究
ウ  化学物質の特性に関する知識の習得

　　　エ　過去の主な災害事例の研究

　　　オ　防災知識と技術の習得

　　　カ　その他必要な事項

第２　防災訓練

　　防災関係機関等は、職員の防災技能の習熟及び関係機関の連携強化等を図るため、単独又は共同で、計画的に各種の訓練を組み合わせて実施する。　
相互の連携を強化するための総合的な防災訓練は、年１回以上実施するものとする。

　　なお、平日、昼間における通常の訓練とは別に休日、夜間訓練及び抜打ち訓練も実施する。

　　また、訓練の実施後、結果を評価し、必要に応じて、防災組織体制及び応急活動内容等の見直し・強化に努めるものとする。

　　防災訓練の種別と内容は次のとおりである。

　　⑴　基本操作訓練

　　　　訓練の基本となる消火設備、防災資機材等の操作を反復して行う訓練

　　⑵　職場別訓練

　　　　通報、連絡、応急措置等初期防災活動を各職場で反復して行う訓練

　　⑶　図上訓練

　　　　事業所内にあるタンク等の施設について、石油、可燃性ガス等の火災、爆発及び漏洩・流出を想定し、立地条件、気象条件等に即した防ぎょ計画を作成して、図上で防災活動を検討する訓練

　　⑷　事業所内全体訓練

　　　　自衛消防隊の構成員及び従業員が参画し、緊急通報、非常招集、情報収集及び伝達、応急措置等の防災活動等について事業所全体が連携して実施する訓練

　　⑸　共同訓練

　　　　共同防災組織、広域共同防災組織、隣接事業所、共同及び広域共同防災組織を構成している事業所、関連事業所等と共同して応援要請、応援出動、指揮、連絡等の防災活動について組織隊として連携して実施する訓練
　　⑹　合同訓練

　　　　防災関係機関等の中の数機関により実施する訓練

　　⑺　総合訓練

　　　　防災関係機関等が相互に連携を密にして、総合的に実施する訓練
１　特定事業者における訓練内容

　　⑴　防災資機材等の操作運用訓練

　　　　防災資機材等について、基本操作、応用操作、運用方法等を修得させるための訓練

　　⑵　防災活動訓練

　　　ア　自衛防災組織等が取るべき通報、情報収集・伝達、消防機関到着時の報告訓練

　　　イ　火災の消火活動、漏洩・流出時の災害拡大防止のための活動

ウ　広報、応急救護の防災活動について修得させるための訓練
　　⑶　浮き屋根式屋外貯蔵タンク（直径３４ｍ以上）の全面火災を想定した訓練

　　　　広域共同防災組織を構成している事業所が、「大阪・和歌山広域共同防災教育訓練要領」

に基づき、大容量泡放射システムを使用して実施する訓練

　　⑷　地震・津波を想定した訓練

　　　ア　地震時の防災活動に関係する人員を迅速に確保するための参集訓練

イ　初動訓練、応急措置訓練、通信連絡訓練等、的確な初期防災活動のための訓練

　　　ウ　津波警報等の情報収集・伝達訓練

　　　エ　地震発生から津波来襲までの円滑な避難・誘導訓練
　　⑸　実消火訓練

　　　　熱又は煙の体験及び模擬火災に対する防災資機材等を用いた消火方法を修得させるため
の訓練

　　⑹　規律訓練

　　　　規律心を養成するとともに、防災組織としての活動を確実迅速なものとするための基本　　　　動作を修得させるための訓練
⑺　その他防災活動に必要な訓練

　２　その他事業者における訓練内容

　　　特定事業者における訓練内容に準じ、必要な訓練を実施する。

　３　防災関係機関における訓練内容

　　⑴　消防訓練

　　　ア　自衛防災組織等を含め、消防組織の効果的な運用及び的確な防ぎょ活動訓練

イ　消防技術等の習熟と連携活動の強化についての訓練

　　⑵　避難、救出・救急訓練

　　　ア　災害発生事業所における負傷者の救出・救急、収容、搬送訓練

イ　周辺住民及び地区内の事業所の職員等の避難を迅速に行うための訓練

ウ　避難の勧告、指示、誘導等についての訓練

　　⑶　通信連絡訓練

　　　ア　異常現象が発生した場合の通報訓練

イ　災害時の迅速かつ的確な応急措置を実施するために必要な情報収集・伝達訓練

　　⑷　流出油の防除訓練

　　　ア　流出油の拡散防止、回収、薬剤による処理等、災害拡大防止訓練

イ　流出海面付近の警戒等についての訓練

　　⑸　地震・津波を想定した訓練

　　　ア　地震時の防災活動に関係する人員の迅速な確保のための参集訓練

イ　初動訓練、応急措置訓練、通信連絡訓練等、的確な初期防災活動のための訓練

ウ　津波警報等の情報収集・伝達訓練

　　　エ　地震発生から津波来襲までの円滑な避難・誘導訓練

⑹　その他防災活動に必要な訓練
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